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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】作業機械に大きな振動が発生しても、この振動
に追従する操作レバーの動きを最小限に抑制する。
【解決手段】運転室に設けたパイロットバルブ装置１５
の操作手段１６は、シャフト部３２とグリップ部３３と
からなる操作レバー３１を有するものであり、この操作
レバー３１のシャフト部３２にプッシャ２９を押動する
カム部３４が設けられており、かつグリップ部３３に近
接する位置には質量と弾性部材とからなる動吸振器４０
が着脱可能に設けられており、この動吸振器４０の質量
は大径のリング状部材であり、弾性部材はその内周面に
接着され、弾性部材の内周面に取付リングが固着され、
この取付リングがシャフト部３２に挿通されて、固定さ
れる。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
シャフト部と、このシャフト部の先端に設けたグリップ部とからなり、パイロットバルブ
ユニットに設けられ、傾動操作することによって、前記パイロットバルブユニットの弁部
材を作動させて、油圧源と方向切換弁のパイロット部との間を連通・遮断させる操作レバ
ーであって、
　前記シャフト部には、質量とばね性部材とからなり、このばね性部材を前記シャフト部
に連結して設けることによって、前記質量を前記シャフト部の軸線と交差する方向に振動
可能した動吸振器が装着される
構成としたことを特徴とする作業機械の操作レバー。
【請求項２】
前記シャフト部には取付リングが装着されており、前記質量は前記シャフト部に挿通され
るリング状の部材であり、その内周面に前記ばね性部材が固定して設けられており、この
ばね性部材が前記取付リングに嵌合して設けられ、かつこの取付リングの両端には前記質
量の前記シャフトの軸線方向への動きを制限するストッパを設ける構成としたことを特徴
とする請求項１記載の作業機械の操作レバー。
【請求項３】
前記シャフト部は中間に曲成部が形成され、前記取付リングはこのシャフト部の前記曲成
部より前記グリップ部に近い側に設け、前記質量の重心位置を偏心した位置となるように
して装着する構成としたことを特徴とする請求項２記載の作業機械の操作レバー。
【請求項４】
前記シャフト部における前記質量の重心位置は反重力方向に偏心した位置となるようにし
て装着される構成としたことを特徴とする請求項３記載の作業機械の操作レバー。
【請求項５】
前記パイロットバルブの前記弁部材が突出する側を可撓性部材からなるブーツで覆うよう
になし、前記動吸振器は、このブーツの内部に配置する構成としたことを特徴とする請求
項１乃至請求項４のいずれかに記載の作業機械の操作レバー。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば油圧ショベル等の作業機械の操作手段として設けられる操作レバーに
関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　油圧ショベル等の作業機械は、油圧ポンプを備えており、この油圧ポンプにより油圧シ
リンダや油圧モータからなる油圧アクチュエータが駆動されることになる。油圧ポンプは
複数の油圧アクチュエータを動作させるものであり、各油圧アクチュエータはコントロー
ルバルブを介して油圧ポンプと接続されており、また各油圧アクチュエータからの戻り油
はコントロールバルブを介して作動油タンクに還流される。
【０００３】
　油圧ショベル等が備えている油圧回路は概略以上のようなものであり、コントロールバ
ルブの作動を制御するために、通常、運転室における運転席の前方位置には走行用レバー
が設けられ、また左右両側には操作レバーが設けられ、これらはオペレータが手動で操作
することになる。操作レバーは、運転席の左右にそれぞれ１本設けられ、操作レバーを左
右方向や前後方向に傾動させることによりコントロールバルブの切換操作が行われる。コ
ントロールバルブの制御が油圧パイロット方式で行われる場合には、操作レバーがパイロ
ットバルブに接続して設けられ、操作レバーの操作により油圧源としてのパイロットポン
プからの油圧パイロット圧がコントロールバルブを構成する方向切換弁の両端に設けたパ
イロット室のいずれかに供給されて、この方向切換弁が切り換わることになる。
【０００４】
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　パイロットバルブの具体的構成は特許文献１等に開示されている。パイロットバルブは
、コントロールバルブのパイロット室とパイロットポンプとの間に設けたパイロット流路
の接続・遮断を行うためのものである。従って、パイロットバルブは流路を開閉するため
のスプールを備えており、スプールには復帰ばねが作用している。また、スプールを復帰
ばねに抗して押し込むためにプッシャが設けられている。常時においては、スプールは復
帰ばねの作用でパイロットポンプとパイロット室との間が連通するのを遮断しており、プ
ッシャを復帰ばねに抗して押し込むと、パイロットポンプとパイロット室との間が接続さ
れて、パイロット室内にパイロット圧が作用して、方向切換弁が切り換わることになる。
操作レバーは、パイロットバルブのケーシングに枢支されており、操作レバーの枢支部近
傍にはカム部材が装着されている。従って、操作レバーを傾動させると、カム部材でプッ
シャが復帰ばねに抗して押し込まれて、制御対象となる方向切換弁のパイロット室に連通
しているパイロット流路がパイロットポンプと接続される結果、その方向切換弁が切り換
わることになる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００７－２９００号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　ところで、操作レバーは運転席に着座しているオペレータが手動で前後及び左右に傾動
操作するものであり、運転席の左右いずれか一方若しくは双方にコンソールボックスを設
けられ、このコンソールボックスに操作レバーが装着されるのが一般的である。操作レバ
ーはパイロットバルブのケーシングから大きく突出させており、真っ直ぐ上方に、または
斜め上方に延在させるようにするか、または途中で曲成したものもある。そして、操作レ
バーの操作性等を勘案して、その高さや角度等が設定されることになる。
【０００７】
　作業機械の作動中には振動が発生することになり、この振動が操作レバーにも伝達され
る。操作レバーの基端部はパイロットバルブのケーシングに枢支されており、その先端部
は自由状態となっている。従って、作業機械が稼働中は、継続的に振動することになり、
その振動が操作レバーに伝達されて、この操作レバーが枢支部を中心として揺動すること
になる。従って、共振により操作レバーが大きく揺動することになるが、この操作レバー
の動きに追従してプッシャが押し込まれる。その結果、方向切換弁のパイロット室にパイ
ロット圧が作用して、方向切換弁が切り換わることになり、油圧アクチュエータの安定性
が損なわれることがある。このような事態の発生を防止するために、通常は、操作レバー
に所定範囲の無効ストローク（遊び）を持たせて、操作レバーがある程度まで傾けても、
無効ストローク分はスプールが切り換わらないように設定している。
【０００８】
　油圧ショベル等の作業機械においては、不整地走行時や作業時等においては、旋回フレ
ームにピッチング振動やローリング振動、さらには並進振動、ねじれ振動等が発生するこ
とになり、これらの振動は極めて大きいものとなることがある。この振動は、当然、操作
レバーにも伝達されることになり、作用する振動の大きさによっては、操作レバーが無効
ストローク分を越えるまで大きく揺動することもある。無効ストロークをこのような範囲
まで広げると、この操作レバーの操作性が低下することになり、望ましいものではない。
従って、無効ストロークを持たせるにしろ、この無効ストロークを大きくするのには限度
がある。
【０００９】
　以上のことから、例えば、油圧ショベルが不整地を走行する際には、オペレータは走行
レバーを握り、フロント操作レバーを握らない状態となることから、フロント操作レバー
は自由振動状態となり、油圧ショベルに加わる振動により操作レバーが大きく揺動するこ



(4) JP 2012-123725 A 2012.6.28

10

20

30

40

50

とになって、カム部材によりスプールが押し込まれるのを避けることはできない。その結
果、意図しない作業手段の動作や旋回動作が生じるおそれがある。特に、操作レバーの操
作性の観点から、操作レバーはシャフト部の先端にグリップ部を設けたものから構成する
が、シャフト部は細径のものとし、先端側のグリップ部をオペレータが握り易いものとす
るために、シャフト部に太径のグリップ部を嵌合させて設けるようにする。このために、
基端側と比較して、先端が重量化することになり、操作レバーの振動による揺動角が前述
した無効ストロークを越える可能性がさらに高くなってしまう。
【００１０】
　また、スプールに作用させている復帰ばねのばね力を大きくすれば、操作レバーの耐振
動性が向上し、その安定性を確保でき、意図しない作動を防止できる。しかしながら、ス
プールの切り換え操作はこの復帰ばねの付勢力に抗して操作レバーを傾動させる操作を行
うものであるから、復帰ばねの付勢力を大きくすると、パイロットバルブの切換操作の操
作性が悪くなってしまうという問題点もある。
【００１１】
　本発明は以上の点に鑑みてなされたものであって、その目的とするところは、作業機械
に大きな振動が発生しても、この振動に追従する操作レバーの動きを最小限に抑制できる
ようにすることにある。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　前述した目的を達成するために、本発明は、シャフト部と、このシャフト部の先端に設
けたグリップ部とからなり、パイロットバルブユニットに設けられ、傾動操作することに
よって、前記パイロットバルブユニットの弁部材を作動させて、油圧源と方向切換弁のパ
イロット部との間を連通・遮断させる操作レバーであって、前記シャフト部には、質量と
ばね性部材とからなり、このばね性部材を前記シャフト部に連結して設けることによって
、前記質量を前記シャフト部の軸線と交差する方向に振動可能した動吸振器が装着される
構成としたことをその特徴とするものである。
【００１３】
　操作レバーは作業機械、例えば不整地において、土砂の掘削等の作業をする油圧ショベ
ルの運転室に装着されるものであって、作動時には操作レバーに振動が伝達され、しかも
振動が継続することにより共振現象を生じることになる。なお、油圧ショベル以外であっ
ても、油圧クレーン、ホイールローダ等といった自走式の作業機械にも設けることができ
る。
【００１４】
　動吸振器は質量とばね性部材とから構成されるが、質量は重量物、例えば鋼鉄等といっ
た重量の金属部材で構成することができる。また、ばね性部材は、ゴム等の弾性部材や、
板ばね，コイルばね等のばね類から構成することもできる。質量には透孔が設けられてお
り、ばね性部材はこの質量の透孔における内周側に装着される。この動吸振器により吸収
可能な振動数は質量の重量とばね性部材のばね定数により決定される。操作レバーはシャ
フト部とグリップ部とから構成されるものであり、動吸振器は操作レバーの操作の邪魔に
ならないようにするためにシャフト部に設けられる。シャフト部の基端部は、通常、パイ
ロットバルブユニットのケーシングに枢支させるようにしており、動吸振器はこの枢支部
からできるだけ離れた位置、好ましくはグリップ部に近接した位置に設けることになる。
【００１５】
　動吸振器をシャフト部に装着するために、質量の透孔の内周面に設けられるばね性部材
はこの透孔内面に固定して設けるようになし、ばね性部材がシャフト部に対して固定的に
保持される。ばね性部材を直接シャフト部に固定することも可能であるが、取付リングを
用いて、この取付リングの外周面にばね性部材を装着するようになし、取付リングをシャ
フト部に着脱可能に固定する構成とするのが望ましい。ばね性部材の取付リング及び質量
への連結は着脱可能であっても、また固着するようにしても良い。固着する場合には、接
着剤を用いて行うことができるが、ばね性部材を板ばねで構成している場合には、溶着等
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の手段により固着することもでき、さらに取付リングの外周面にスリットを設けて、板ば
ねからなるばね性部材の端部を差し込むようにすることもできる。
【００１６】
　不整地の走行時や土砂の掘削作業等の作業時には、振動がシャフト部及びグリップ部か
らなる操作レバーに伝達されて、その枢支部を中心として揺動することになり、共振によ
りさらに大きく揺動する。動吸振器は主振動系として、操作レバーの枢支部を中心とした
揺動を抑制するものであるから、質量はシャフト部の軸線と交差する方向、望ましいくは
シャフト部の軸線と直交する方向に振動させることによって、有効な吸振機能を発揮する
ことになる。質量がシャフト部の軸線方向または軸線に対する浅い角度方向に動くのは、
吸振機能の点で望ましくはない。このために、取付リングの両端には前記質量の前記シャ
フトの軸線方向への動きを制限するストッパを設ける構成とすることができる。
【００１７】
　作業機械として、例えば油圧ショベルの運転室には、通常、運転席の左右両側にコンソ
ールが設けられ、操作レバーはこのコンソールに装着されるが、操作性の観点から、操作
レバーは運転席に着座したオペレータ側に向けて傾斜するように配置する構成としたもの
がある。この場合には、操作レバーは重力方向、つまり下方に荷重が作用することから、
揺動に方向性がある。このような場合には、質量を偏心させるように対処することができ
る。例えば下方に曲成されている際には、質量の重心位置は斜め上方の位置になる。
【００１８】
　パイロットバルブにおいて、操作レバーにより操作される弁部材はケーシング上面から
突出するようにして装着される。このために、弁部材とその摺動部との間に塵埃等の異物
が侵入するのを防止するために、パイロットバルブの上面から操作レバーにおけるシャフ
ト部までの部位に蛇腹構造等、可撓性部材からなるブーツが装着されるのが一般的である
。この場合には、動吸振器はブーツの内部に設けるようにするのが、外観等の見地から望
ましい。
【発明の効果】
【００１９】
　作業機械に大きな振動が発生しても、この振動に追従して操作レバーが動くのを最小限
に抑制することができ、操作レバーの揺動が規制されて、意図しない作動、つまり意図し
ない旋回動作や作業手段の動き等が発生するおそれが少なくなる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】パイロットバルブ装置が装着される建設機械の一例としての油圧ショベルの構成
説明図である。
【図２】パイロットバルブ装置と、このパイロットバルブ装置により制御されるコントロ
ールバルブの回路構成を示す図である。
【図３】本発明の実施の一形態を示すパイロットバルブ装置の断面図である。
【図４】図３の動吸振器の操作レバーへの装着部を示す分解斜視図である。
【図５】図３の動吸振器を示すものであって、（ａ）は平面図、（ｂ）は縦断面図である
。
【図６】第２の形態における動吸振器を示すものであって、（ａ）は平面図、（ｂ）は縦
断面図である。
【図７】第３の形態における動吸振器を示すものであって、（ａ）は平面図、（ｂ）は縦
断面図である。
【図８】第４の形態における動吸振器を示すものであって、（ａ）は平面図、（ｂ）は縦
断面図である。
【図９】第５の形態における動吸振器を示すものであって、（ａ）は平面図、（ｂ）は縦
断面図である。
【図１０】第６の形態における動吸振器を示すものであって、（ａ）は平面図、（ｂ）は
縦断面図である。
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【図１１】第７の形態における動吸振器を示すものであって、（ａ）は平面図、（ｂ）は
縦断面図である。
【図１２】第８の形態における動吸振器を示すものであって、（ａ）は平面図、（ｂ）は
縦断面図である。
【図１３】第９の形態における動吸振器を示す縦断面図である。
【図１４】第１０の形態における動吸振器を示す縦断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　　以下、図面に基づいて本発明の実施の形態について説明する。まず、図１に建設機械
の一例として、油圧ショベルの全体構成を示す。図中において、１は下部走行体、２は上
部旋回体、３は下部走行体１と上部旋回体２との間に設けた旋回装置である。上部旋回体
２には、オペレータが着座して機械の操作を行うための運転室４が設けられ、また作業手
段５が装着されている。作業手段５はブーム６，アーム７及びフロントアタッチメントと
してのバケット８から構成される。
【００２２】
　下部走行体１による走行、旋回装置３による上部旋回体２の旋回は、それぞれ油圧モー
タにより駆動されるものである。また、ブーム６，アーム７及びバケット８はそれぞれ油
圧シリンダからなるブームシリンダ６ａ，アームシリンダ７ａ及びバケットシリンダ８ａ
により駆動される。これらの油圧モータや油圧シリンダは油圧アクチュエータとして、そ
れぞれ一対からなる入出力ポートが設けられている。そして、一方のポートに圧油を供給
し、他方のポートを戻り側とすることにより駆動されるものである。
【００２３】
　このために、油圧アクチュエータの入出力ポートは、図２に示したように、コントロー
ルバルブ１０を介して油圧ポンプ１１と、作動油タンク１２とに切り換え可能に接続され
る。コントロールバルブ１０は油圧パイロット方式で切り換わるものであり、このコント
ロールバルブ１０の両油圧パイロット部１０Ｌ，１０Ｒにはそれぞれ油圧パイロット配管
１３Ｌ，１３Ｒが接続されている。そして、油圧パイロット配管１３Ｌ，１３Ｒの一方を
パイロットポンプ１４に接続し、他方を作動油タンク１２に接続することによりコントロ
ールバルブ１０の切り換え制御が行われる。
【００２４】
　前述したコントロールバルブ１０の切り換え制御を行うために、運転室４内にはパイロ
ットバルブ装置１５が設けられている。パイロットバルブ装置１５は、図３に示したよう
に、操作手段１６とバルブユニット１７とから構成されるものであって、バルブユニット
１７のバルブケーシング１８には、出力配管として前述した油圧パイロット配管１３Ｌ，
１３Ｒが接続されている。また、バルブユニット１７にはパイロットポンプ１４からの油
圧配管１９と、作動油タンク１２への戻り配管２０とが接続されており、操作手段１６を
操作すると、パイロット配管１３Ｌ，１３Ｒの一方がバルブユニット１７に接続した油圧
配管１９と接続され、他方は戻り配管２０と接続されている結果、コントロールバルブ１
０の油圧パイロット部１０Ｌ，１０Ｒ間に差圧が生じて、コントロールバルブ１０が切り
換わることになる。
【００２５】
　パイロットバルブ装置１５は、フロント操作レバー用のものであって、運転室における
運転席の側部に設けたコンソールカバー２１に設けられる。パイロットバルブ装置１５を
構成するバルブユニット１７はコンソールカバー２１より下方に配置されており、操作手
段１６はコンソールカバー２１から突出している。バルブユニット１７のバルブケーシン
グ１８には、左右に弁室２２，２２が設けられており、両弁室２２にはスプール２３が摺
動可能に装着されている。弁室２２には高圧側となる油圧配管１９が接続されている油圧
ポート２４と、戻り配管２０に接続した低圧ポート２５とが設けられており、スプール２
３は出力ポート２６を低圧ポート２５と油圧ポート２４との間に切り換えるためのもので
ある。このために、スプール２３は復帰ばね２７による付勢力によって、両出力ポート２
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６は共に低圧ポート２５に接続された状態となっており、いずれか一方のスプール２３が
復帰ばね２７の付勢力に抗して下方に押し込まれると、出力ポート２６が油圧ポート２４
と接続されて、油圧パイロット信号がコントロールバルブ１０における油圧パイロット部
１０Ｌまたは１０Ｒのいずれかに供給される。
【００２６】
　復帰ばね２７はばね受け２８に作用しており、このばね受け２８にはスプール２３に連
結した連結ロッド２３ａの先端部が取り付けられている。ばね受け２８にはプッシャ２９
が当接している。バルブユニット１７を構成するバルブケーシング１８の上端部には弁端
板３０が連結して設けられており、プッシャ２９は弁端板３０の表面から上方に突出して
いる。そして、この弁端板３０がコンソールカバー２１に取り付けられて、このコンソー
ルカバー２１にパイロットバルブ装置１５が固定されている。前述したバルブユニット１
７における流路の切り換えはいずれかのプッシャ２９を押し込むことにより行われるもの
である。なお、弁室２２及びスプール２３、さらにはプッシャ２９等からなるバルブユニ
ット１７は前後及び左右に２組、合計で４組設けられている。
【００２７】
　バルブユニット１７の操作を行う操作手段１６は、プッシャ２９を押し込んで、弁室２
２内でスプール２３を摺動変位させるためのものである。このために、操作手段１６はフ
ロント操作用の操作レバー３１を有し、操作レバー３１はシャフト部３２に、オペレータ
が手で把持して操作を行うためのグリップ部３３を設けている。この操作レバー３１のシ
ャフト部３２の基端側位置にはカム部３４が設けられており、このカム部３４のカム面３
４ａはプッシャ２９の先端部と当接している。カム部３４で４箇所設けたプッシャ２９の
いずれかを押動操作するために、操作レバー３１は弁端板３０に左右及び前後に傾動可能
に支承されており、このために弁端板３０から突出するようにして枢支部３５が設けられ
、この枢支部３５にユニバーサルジョイント３６を介して操作レバー３１及びカム部３４
からなる操作手段１６が連結されている。
【００２８】
　パイロットバルブ装置１５がコンソールカバー２１に装着された状態では、上方に突出
したユニバーサルジョイント３６や、カム部３４とプッシャ２９との当接部を覆うように
なし、かつプッシャ２９の弁端板３０から突出させた部位にはシール部材３７が装着され
ているが、この部位のシール性をより高くするために気密構造とする。このために、操作
レバー３１のグリップ部３３とシャフト部３２との境界部から弁端板３０までの間にはブ
ーツ３８が装着されて、このブーツ３８の内部が密閉される。ブーツ３８はゴム等のばね
性部材から構成された蛇腹構造のものである。
【００２９】
　図４から明らかなように、シャフト部３２に連結されているグリップ部３３は、プラス
チックやゴム等の部材で構成した握り部３３ａと芯材３３ｂとから構成されており、ブー
ツ３８の先端はこの握り部３３ａと芯材３３ｂとの間に差し込まれている。芯材３３ｂに
はねじ孔が設けられており、シャフト部３２の先端部分はこのねじ孔に螺挿されることに
なる。シャフト部３２には、その先端近傍、つまりグリップ部３３に近接した位置に動吸
振器４０が装着されている。
【００３０】
　動吸振器４０は、図５から明らかなように、質量４１と弾性部材４２とから構成されて
おり、質量４１は所定の重量を有するリング状の部材、例えば金属材からなり、弾性部材
４２は例えばゴム等からなり、やはり円環状に形成されている。そして、主振動系を構成
する操作レバー３１の固有振動数とほぼ等しくなるように、質量４１の重量と弾性部材４
２のばね定数を設定することによって、動吸振器４０の振動は操作レバー３１に伝達され
る車両の振動とのつりあいによって、この操作レバー３１が揺動するのを防止乃至抑制す
ることができる。
【００３１】
　図５（ａ）は動吸振器４０の平面図であり、図５（ｂ）はその中心位置を含む縦断面図
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である。動吸振器４０における質量４１は外周側に位置し、弾性部材４２は内周側に位置
するものであり、これら質量４１と弾性部材４２との間は接着等の手段により固着されて
いる。そして、弾性部材４２の内周面は取付リング４３の外周面に接着等の手段で固着さ
れ、取付リング４３はシャフト部３２に着脱可能に固定されることになる。動吸振器４０
はブーツ３８の内部に配置されており、その取付リング４３がシャフト部３２に装着され
ている。取付リング４３の上下の位置には、上下のストッパ４５，４６が設けられており
、取付リング４３は上下のストッパ４５，４６間に挟持されている。そして、シャフト部
３２におけるストッパ４５，４６の下方位置にはナット４７が螺挿されており、取付リン
グ４３及び両ストッパ４５，４６はナット４７によりグリップ部３３に固定的に保持され
るようになっている。
【００３２】
　上部側のストッパ４５は、グリップ部３３の芯材３３ｂと一体に設けるか、または別部
材として構成することになる。そして、ナット４７をシャフト部３２に螺挿しておき、ス
トッパ４６及び動吸振器４０を順次シャフト部３２に螺合させ、この状態でシャフト部３
２の先端をグリップ部３３の芯材３３ｂに螺入することによって、動吸振器４０を組み込
んだ状態でシャフト部３２とグリップ部３３とが連結される。ここで、シャフト部３２と
取付リング４３との間は螺合しており、これによって動吸振器４０のシャフト部３２への
取り付け部はがたつくおそれがなくなる。なお、動吸振器４０は、その質量４１が多少の
隙間を介してではあるが、ストッパ４５，４６間に配置されており、質量４１と弾性部材
４２との間及び弾性部材４２と取付リング４３との間の接着剤が劣化しても、シャフト部
３２から脱落するおそれはない。
【００３３】
　動吸振器４０は、操作レバー３１が振動したときに、この操作レバー３１の振動に共振
させることによって、操作レバー３１の振動を抑制するためのものである。この操作レバ
ー３１の振動を有効に抑制するには、操作レバー３１の全長と全重量との関係で、質量４
１の重量とばね性部材としての弾性部材４２のばね定数とを適宜設定する必要がある。そ
して、操作レバー３１の動きは枢支部３５を中心とした揺動となるので、動吸振器４０に
おける質量４１の振動方向としては、シャフト部３２の軸線と概略直交する方向乃至それ
から多少の角度を持った方向に限定することによって、より高い振動吸収機能を発揮する
ことになる。
【００３４】
　ストッパ４５，４６はこの質量４１の動きをシャフト部３２の軸線とほぼ直交する方向
に限定するためのものであり、ストッパ４５，４６と質量４１との間には、僅かに隙間を
持った状態とすることによって、可動範囲を限定する。ただし、取付リング４３の上下の
端部には所定の厚みを有するフランジ部４３ａ，４３ａが形成されており、従って弾性部
材４２はストッパ４５，４６に対して非接触状態に保たれ、質量４１の動きがストッパ４
５，４６により制限されるのを防止している。
【００３５】
　油圧ショベルが作動中は、上部旋回体２の全体が振動することになり、この振動が操作
レバー３１に伝達されて、枢支部３５を中心として先端側が揺動し、共振作用により大き
く揺動することになる。操作レバー３１におけるシャフト部３２には動吸振器４０が装着
されており、操作レバー３１の揺動に追従して、動吸振器４０を構成する質量４１がシャ
フト部３２の軸線と交差する方向に振動することになる結果、主振動系を構成する操作レ
バー３１の揺動が抑制される。従って、意図しないにも拘わらず、いずれかの油圧アクチ
ュエータが作動してしまう等といった事態が発生することはない。
【００３６】
　このように、操作レバー３１の吸振機能を発揮させるために、動吸振器４０を設けてい
るが、この動吸振器４０は操作レバー３１のシャフト部３２の周囲に装着される小型でコ
ンパクトな構造のものであることから、操作レバー３１全体として格別大型化することは
ない。しかも、動吸振器４０はブーツ３８の内部に設けられており、外部に露出していな
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いので、操作レバー３１の振動吸収機構を設けないものと外観上差異はない。
【００３７】
　ところで、シャフト部３２はその全体が真っ直ぐな棒状部材とすることもできるが、運
転席に着座して行われる操作レバー３１の操作性を考慮して、図３に示したように、グリ
ップ部３３を傾斜させている。このために、シャフト部３２には、その中間位置で曲げら
れており、基端側から途中までの部位は鉛直部３２ａとなり、この鉛直部３２ａから傾斜
部３２ｂとなる。に曲げ部が形成されており、この曲げ部Ｂより基端側は真っ直ぐ延在さ
れて、枢支部３５に枢着されている。従って、シャフト部３２の先端側に連結されている
グリップ部３３は運転席に着座しているオペレータの手前側に向けて先端側が立ち上がる
ように曲っており、グリップ部３３の操作に対する負担軽減を図っている。
【００３８】
　このように、鉛直部３２ａと傾斜部３２ｂとからなるシャフト部３２を有する操作レバ
ー３１にあっては、その重心位置は、この操作レバー３１の揺動中心となる枢支部３５の
鉛直線の位置から偏寄した位置となっている。従って、油圧ショベルが稼働中には、操作
レバー３１はグリップ部３３がより傾く方向、つまり重力方向には振れ幅が大きく、それ
とは反対方向、つまり反重力方向の振れ幅は小さいものとなる。このために、動吸振器を
構成する質量とばね性部材とを取付リングに対して同心円とするのではなく、偏心させる
ようにする。
【００３９】
　図６（ａ），（ｂ）に示した動吸振器４０Ａは、楕円形状とした質量４１Ａを用いて、
その中心から長手方向に偏寄した位置に透孔を形成して、その内部に前述した第１の実施
の形態で示したと同様の弾性部材４２Ａを接着手段で固着する。そして、弾性部材４２Ａ
は取付リング４３Ａの外周面に固着して設けるようにする。また、図７（ａ），（ｂ）に
示した動吸振器４０Ｂは、平面状態では長方形で、所定の厚みを有する質量４１Ｂを用い
、この質量４１Ｂには長手方向に偏寄した位置に取付リング４３Ｂに連結されている弾性
部材４２Ｂを装着するための透孔を形成する。
【００４０】
　動吸振器４０Ａ，４０Ｂは、それらの質量４１Ａ，４１Ｂの突出している側を反重力方
向、つまり上方を向けた状態にしてシャフト部３２における傾斜部３２ｂに固定される。
これによって、操作レバー３１の揺動時に、下方に向けて倒れる方向の動きに対して、質
量４１Ａ，４１Ｂが振動する際に、反重力方向に慣性力が作用することになるので、曲げ
を有する操作レバー３１に対して高い振動吸収機能を発揮させることができる。
【００４１】
　油圧ショベルの作動時には、運転室４を設けた上部旋回体２は様々な方向に振動する。
具体的には、ピッチング振動やローリング振動、さらには並進振動、ねじれ振動等といっ
たものである。そして、カム部３４のカム面３４ａが当接しているプッシャ２９は４箇所
設けられている。従って、操作レバー３１は左右及び前後の各方向に揺動するものであっ
て、しかも揺動方向及び揺動時に作用する慣性力等が方向によっては異なってくる。例え
ば、土砂の掘削時に作用するピッチング振動は振動の振幅が大きく、ローリング振動は振
幅が比較的小さく、また両者は振動の周波数も異なる。ピッチング振動は主に上部旋回体
２の前後方向に作用するものであり、ローリング振動は主に上部旋回体２の左右方向に作
用するものである。そこで、図８（ａ），（ｂ）に示したように、動吸振器４０Ｃとして
、質量４１Ｃの大きさや形状はともかく、この質量４１Ｃと取付リング４３Ｃとの間に設
けられる弾性部材４２Ｃを、概略９０度分の円弧状のピースを連結して円環状に形成した
ものを用いることができる。そして、弾性部材４２Ｃを構成する各ピースのばね定数を変
えるようにする。図中において、円弧状ピース４２ｈＣはばね定数の大きい硬質ピースで
あり、円弧状ピース４２ｓＣはばね定数の小さい軟性ピースとしたものが示されている。
例えば、比較的高い周波数で上下に振動するピッチング振動時に対しては、上下のピース
を硬質ピース４２ｈＣから構成し、比較的低い周波数で水平方向に振動するローリング振
動に対しては、左右のピースを軟性ピース４２ｓＣとする。これによって、作用する振動
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の性質に応じて動吸振器４０に最適なばね定数を持たせることができる。
【００４２】
　前述した各実施の形態では、動吸振器を構成するばね性部材としては、ゴム等の弾性部
材を用いるものとして説明したが、図９（ａ），（ｂ）に示したように、質量５１と取付
リング５３との間に板ばね５２を介在させる構成とした動吸振器５０を用いることができ
る。板ばね５２は、山折れ部と谷折れ部とを有するように折り曲げたものからなり、円環
状となるようにして両端を連結した無端状のものとなっている。そして、板ばね５２の山
折れ部の先端は質量の内周面に、また谷折れ部の先端は取付リング５３の外周面に、それ
ぞれ押圧されるようにして組み立てられる。
【００４３】
　ここで、動吸振器５０は、その取付リング５３が操作レバー３１のシャフト部３２に挿
通させた状態にして固定されており、操作レバー３１の枢支部３５を中心とした揺動動作
の吸収が行われる。操作レバー３１の揺動動作の吸収を行うためには、質量５１は基本的
にはシャフト部３２の軸線と直交する方向に振動させ、それ以外の方向には振動しないよ
うにするのが望ましい。板ばね５２の山折れ部と谷折れ部とを質量５１の内周面と取付リ
ング５３の外周面とに固定することによって、外力が作用したときには、質量５１はシャ
フト部３２の軸線と直交する方向に振動することになり、共振作用によって、主振動系で
あるシャフト部３２の振動なり揺動なりを抑制することができる。このように、ばね性部
材を板ばね５２から構成しているので、質量５１はこの吸振方向のみの動きが可能となり
、それ以外の方向、に例えばシャフト部３２の軸線方向等には動かないことから、高い振
動吸収機能を発揮する。
【００４４】
　この動吸振器５０にあっては、板ばね５２はその板面方向に撓むものであり、それ以外
の方向には変形することがない。従って、動吸収器５０をシャフト部３２に装着したとき
に、質量５１のシャフト部３２の軸線方向への動きを規制する必要はなく、この質量５１
の動きを規制するためのストッパを設ける必要はない。しかしながら、動吸振器５０は、
質量５１，板ばね５２が脱落しないようにするためには、取付リング５３の両端にストッ
パ５５、５６を設けるようにする。質量５１は板ばね５２の作用によりシャフト部３２の
軸線方向に動くことはないので、このストッパ５５，５６は、質量５１の両側端面に少な
くとも部分的に接触させるようにする。
【００４５】
　また、図１０（ａ），（ｂ）に示したように、動吸振器５０Ａを構成する質量５１Ａの
内周面と、取付リング５３Ａにおける外周面とにそれぞれ両端にフランジ部５１Ａf,５３
Ａｆを形成して、板ばね５２Ａの山折れ部と谷折れ部とをそれぞれ挟持させるように構成
することもできる。このように構成すると、板ばね５２Ａを質量５１Ａと取付リング５３
Ａとの間に挟持させるようにして動吸振器５０Ａを組み立てることができる。この状態で
質量５１Ａ及び板ばね５２Ａは安定的に保持され、取付リング５３Ａから脱落するおそれ
はないので、ストッパは設ける必要はない。
【００４６】
　また、図１１（ａ），（ｂ）に示した動吸振器５０Ｂは、Ｖ字状に形成した複数の板ば
ね５２Ｂを用いたものであり、この板ばね５２Ｂの拡開する脚片部は取付リング５３Ｂの
外周面に所定の角度間隔で形成した取付溝５４Ｂに挿入されている。そして、各板ばね５
２Ｂの頂点の部位は質量５１Ｂの内周面に圧接されており、これによって質量５１Ｂは板
ばね５２Ｂを介して取付リング５３Ｂに固定的に保持される。この場合には、質量５１Ｂ
は固着されていないので、脱落防止を図るために、この質量５１Ｂをストッパ５５Ｂ，５
６Ｂで挟持させるように構成している。しかも、取付溝５４Ｂは取付リング５３Ｂにおけ
るストッパ５６Ｂが接合される側の端部が開口しており、ストッパ５６Ｂが組み込まれる
ことによって、そのフランジ部５６Ｂによって板ばね５２Ｂが脱落しないように保持され
る。
【００４７】
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　さらに、図１２（ａ），（ｂ）に示した動吸振器５０Ｃは、複数枚の板ばね５２Ｃを用
いて、それらの一端側を質量５１Ｃの内周面に、他端側を取付リング５３Ｃの外周面に溶
着する構成としている。
【００４８】
　そして、ばね性部材として板ばねを用いた場合にあっても、図７（ａ），（ｂ）に示し
たように、動吸振器４０Ｃと同様、振動方向によりばね定数に差を持たせるように構成す
ることもできる。例えば、図１３に示したように、動吸振器５０Ｄを構成する質量５１Ｄ
と取付リング５３Ｄとの間に、山折れ部と谷折れ部とを有するように曲成した板ばね５２
Ｄを介在させる構成としたものにおいて、板ばね５２Ｄの山折れ，谷折れのピッチ間隔を
図中の上下の部位を密にし、左右の部位を粗にするというように、ピッチ間隔を変えるよ
うにすることができる。また、図１４に示したように、複数枚の板ばね５２Ｅを質量５１
Ｅと取付リング５３Ｅとの間に固着して設けた動吸振器５０Ｅにあっては、板ばね５２Ｄ
の枚数と固着位置とを円周方向に変化させるように構成することもできる。
【符号の説明】
【００４９】
１　下部走行体、　２　上部旋回体、　４　運転室、　１５　パイロットバルブ装置、　
１６　操作手段、　１７　バルブユニット、　２１　コンソールカバー、　２３　スプー
ル、　２７　復帰ばね、　２９　プッシャ、　３１　操作レバー、　３２　シャフト部、
　３３　グリップ部、　３４　カム部、　４０，４０Ａ，４０Ｂ，４０Ｃ，５０，５０Ａ
，５０Ｂ，５０Ｃ，５０Ｄ，５０Ｅ　動吸振器、　４１，４１Ａ，４１Ｂ，４１Ｃ，５１
，５１Ａ，５１Ｂ，５１Ｃ，５１Ｄ，５１Ｅ　質量、　４２，４２Ａ，４２Ｂ，４２Ｃ　
弾性部材、　５２，５２Ａ，５２Ｂ，５２Ｃ，５２Ｄ，５２Ｅ　板ばね、　４３，４３Ａ
，４３Ｂ，４３Ｃ，５３，５３Ａ，５３Ｂ，５３Ｃ，５３Ｄ，５３Ｅ、　４５，４６，４
４，５５，５６，５５Ｂ，５６Ｂ　ストッパ

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図９】 【図１０】
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【図１３】 【図１４】
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